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標準様式第２号（第１０条関係） 

 

説  明  書 

 

１ 業務の概要 

（１）業務名 

   「光の祭典」イルミネーション企画、作製及び設置等業務委託 

（２）業務目的 

   一般財団法人足立区観光交流協会（以下「委託者」という。）と足立区が共催して

実施する「光の祭典」において、元渕江公園等にイルミネーションを施し、足立区の

イメージアップ及び竹の塚地域の賑わい創出に寄与することを目的とする。 

（３）業務内容 

   別紙「仕様書」のとおり 

（４）履行期限 

   契約締結日から令和６年２月１４日（水）まで 

  ※ 撤去工事は令和６年１月３１日（水）までに完成させること。 

（５）提案限度価格 

   ４２，０００，０００円（税込） 

   （３８，１８１，８１９円、消費税（１０％）３，８１８，１８１円） 

  ※ 条件（詳細は本説明書９項 その他(10)参照）により最大２回まで継続契約する

場合あり 

（６）最低制限価格 

   なし 

（７）業務実施上の条件 

  ア 主要な技術者の資格条件 

    電気工事士法（昭和 35年 8 月 1日法律第 139 号）に定める第一種電気工事士及

び第二種電気工事士 

  イ 現地調査の有無 

    あり 

 

２ 参加表明書に関する事項 

（１）参加表明書の作成様式 

  ア 別紙「参加表明書」 

  イ 財務諸表（直前決算を含めて過去３年間分の貸借対照表及び損益計算書、株主資

本等変動計算書、個別注記表等）２部 

   ※ 個人での参加は不可とする。ただし、共同企業体等（ＪＶまたは法人格のない

組合等）は可とする。その際は、２社の場合は２社分、３社の場合は３社分の財
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務諸表を提出すること。なお、４社以上になる場合は、窓口及び統括になる１社

分、イルミネーション等施工の中心となる２社分の合計３社分の財務諸表を提出

すること。１社で複数を中心として担う場合は、次点となる企業の財務諸表を必

ず前述の会社分提出すること。 

  ウ 別紙「技術資料１」～「技術資料４」 

  エ 危機管理マニュアル（様式自由） 

  オ 履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月以内のものとし、提出条件は財務諸表と同様

とする） 

  ※ 上記ア、ウ及びエは、正本を１部、副本（参加者名無記名のもの）を１５部用意

すること。 

（２）参加表明書及び提出書類の提出期限並びに提出場所及び方法 

  ア 提出期限 

    令和５年３月３０日（木）午後５時まで 

   ※ 受付時間は足立区役所の閉庁日を除く、午前８時３０分から午後５時まで 

  イ 提出場所 

    〒１２０－８５１０ 足立区中央本町１－１７－１ 足立区役所南館４階 

    一般財団法人足立区観光交流協会 

  ウ 提出方法 

    郵便等で送付または窓口に持参すること。 

（３）問い合わせ先 

   一般財団法人足立区観光交流協会 観光イベント課 

   担当 石黒 
   電話 ０３－３８８０－５８５３ 
 
３ 提案書の提出者に要求される資格要件及び提案書の提出者を選定するための評価基準 
（１）提案書の提出者に要求される資格要件 

  ア 特別の理由がある場合を除くほか、当該に係る契約を締結する能力を有しない者

及び破産者で復権を得ない者でないこと。 

  イ 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又は日本国憲法の下に成立した政

府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体に属する者が実質的に経営に

関与し、又は当該者を相当の責任のある地位にある者として使用している者でない

こと。 

  ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する団体及び警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業

者又はこれに準ずる者として、足立区または委託者に対し、区発注の契約について

排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

  エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７
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号）に定める無差別大量殺人行為を行った団体又はこれら団体の支配若しくは影響

の下に活動しているものと認められる団体に属する者が実質的に経営に関与してい

る者又は当該者を相当の責任のある地位にある者として使用している者でないこと。 

  オ 提出された書類の記載事項が虚偽でないこと。 

（２）提案書の提出者を選定するための評価基準 

評価項目 評価の視点 指標 評価配分 

業務実績 
同種、類似業務の実績はある

か 
同種同類の業務実績が豊富か ２５％ 

経営状況 経営状況が安定しているか 
直前含め過去３年分の財務諸表

から税理士が診断する 
１０％ 

業務 

遂行力 
業務遂行体制は妥当か 

・役割分担が明確で、確実に業務

を遂行できる体制か 

・業務遂行にあたり十分な数の

有資格者を揃え、適切に配置し

ているか 

３０％ 

危機管理

体制 

事故防止及び発生時の対策は

妥当か 

・従業員の危機管理意識向上に

繋がる研修を適切に実施してい

るか 

・妥当性のある危機管理マニュ

アル等があり、事故防止のため

の対策や事故発生時の体制が整

っているか 

２５％ 

社会的貢

献度 

社会的貢献度・地域貢献度が

あるか 

・ＷＬＢ（ワーク・ライフ・バラ

ンス）認定企業、えるぼし認定企

業、くるみんマーク認定企業 

・ISO14001 認証 

・プライバシーマーク 

・健康経営優良法人 

・ユースエール認定 など 

１０％ 

区内加点 
区内に本店がある場合は、得点数に５％を乗じた数を加算し、区内に支店

等の事業所がある場合は、得点数に３％を乗じた数を加算する。 

※ 税理士により財務諸表を診断した結果、経営状況の評価が低い場合は提案書提出者と

しない場合がある。 

（３）提案書提出者の数 

   最大７者とする。 
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４ 非選定理由に関する事項 

（１）参加表明書を提出した者のうち、提案書の提出者として選定されなかった者に対し

ては、選定されなかった旨とその理由（非選定理由）を書面（非選定通知書）によ

り、一般財団法人足立区観光交流協会会長（以下「会長」という。）から通知する。 

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を含

まない）以内に、書面により、会長に対して非選定理由について説明を求めることが

できる。なお、説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりとする。 

  ア 受付場所 

    上記２（２）イに同じ 

  イ 受付時間 

    足立区役所の閉庁日を除く、午前８時３０分から午後５時まで 

（３）上記（２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日

（休日を含まない）以内に書面により行う。 

（４）上記（３）の回答を受けた者は、その回答に不服がある場合、回答を受理した日の

翌日から起算して１０日（休日を含まない）以内に会長に対して申立てることができ

る。 

 

５ 提案書の作成等に関する事項 

（１）提案書等の作成様式 

  ア 別紙「要求水準書」記載に基づき提案書を作成すること。 

  イ 提案書はＡ４サイズ両面刷り１０枚（２０ページ）までに記載し、正本１部、副

本１５部を提出すること。パース等でのビジュアル表現をＡ３で行うことは可とす

るが、その際には片面印刷にし、提案書に折り込むこと。Ａ３を使用した場合は１

枚につきＡ４の提案書２ページ分とみなす。なお、正本は事業者名を記載したもの

とするが、副本には事業者名を一切記載しないこと。 

  ウ 特定審査時にプレゼンテーション資料を使用する場合は提案書と同数提出するこ

と。ただし、パワーポイントを使用する場合は、紙媒体に印刷したものを同数用意

し、電子媒体（ＣＤ、ＤＶＤ又はＵＳＢ）とあわせて提出すること。なお、バージ

ョンによる相違の発生を防ぐため、ＰＤＦへの変換も可とする（委託者のバージョ

ンは２０１９である）。また、スライドの枚数は特に制限を設けないが、与えられ

た時間に説明が終わる枚数とすること。 
  エ 提案見積書（書式は自由とするが、必ず代表者印を捺印すること。なお、提案見

積書は提案書の枚数に含めない） 

（２）記載上の留意事項 

  ア 仕様書及び要求水準書に留意して記載すること。 

  イ 提案書に係る文書に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  ウ 提案内容は、一事業者につき一提案とし複数案は認めない。 



5 
 

（３）提案書の提出期限、場所及び方法 

  ア 提出期限 

    令和５年５月１９日（金）午後５時まで 

  イ 提出場所 

    上記２（２）イに同じ 

  ウ 提出方法 

    郵便等で送付または窓口に持参すること。 

  エ 受付時間 

    午前８時３０分から午後５時まで（休日を含まない） 

（４）問い合わせ先 

   上記２（３）に同じ 

 

６ 提案書を特定するための評価基準 

評価基準 評価の視点 指標 評価配分 

業務理解度 業務の理解度は十分

か 

提案内容が仕様書に沿ったもので、実

現可能であるか 
 ５％ 

テーマ ストーリー性が感じ

られ、かつ効果的な

テーマが設定されて

いるか 

・特にファミリー層に対して、魅力的

で効果的なテーマであるか 

・テーマに沿ったオブジェや演出の提

案がありストーリー性を感じられるか 

１０％ 

イルミネー

ション等 

テーマに沿った効果

的なイルミネーショ

ン等であるか。全体

に新規性を感じられ

るか 

・話題性を創出し集客が期待できるよ

うなオブジェや演出があるか 

・竹ノ塚駅前の賑わいを創出し、元渕

江公園に行ってみたくなるような繋が

りのあるイルミネーション等であるか 

・竹の塚けやき大通りの賑わいを創出

する華やかなイルミネーション等であ

るか 

・メタセコイアのイルミネーション等

やライティングショーは、当事業のシ

ンボルとして見栄えのあるものとなっ

ているか 

・来場者が乗るなどして楽しめるアト

ラクション等、来場者による体験型の

企画が提案されているか 

 

５５％ 
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 ＜区内加点表＞  

業者及び業務の条件 加点 

区内に本店があり、対象業務区域が区内である場合 ５％ 

区内に本店があり、対象業務区域が区外である場合 ４％ 

区内に支店があり、対象業務区域が区内である場合 ３％ 

区内に支店があり、対象業務区域が区外である場合 ２％ 

 

７ 非特定理由に関する事項 

（１）提出した提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨とその理由

（非特定理由）を書面（非特定通知書）により、会長から通知する。 

（２）上記（１）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（休日を含

まない）以内に、書面により、会長に対して非特定理由について説明を求めることが

できる。なお、説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりとする。 

  ア 受付場所 

    上記２（２）イに同じ 

・インタラクティブな体験型イルミネ

ーション等、来場者が演出に参加でき

るイルミネーション等が提案されてい

るか 

・来場者が楽しめるフォトスポットが

設置されているか 

環境への配

慮 

環境に配慮した対策

があるか 

施工方法や使用する電材等について、

環境に配慮した対策（廃棄、リサイク

ル等を含む）を実施しているか 

 ５％ 

業務実績 同種・類似業務の実

績はあるか 

同種同類の業務実績が豊富か 
 ５％ 

実施体制 実施体制は妥当か 役割分担が明確で、確実に業務を遂行

できる体制か 
 ５％ 

危機管理 危機管理は妥当か 十分な安全対策が行われているか 
１０％ 

費用対効果 コストパフォーマン

スは評価できるか 

提案限度額相当又はそれ以上の効果が

期待できる内容が提案されているか 
 ５％ 

区内加点 下記の表のとおり加点するものとする 
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  イ 受付時間 

    上記４（２）イに同じ 

（３）上記（２）の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日

（休日を含まない）以内に書面により行う。 

（４）上記（３）の回答を受けた者は、その回答に不服がある場合は、回答を受理した日

の翌日から起算して１０日（休日を含まない）以内に会長に対して申立てることがで

きる。 

 

８ この説明書に対する質問の受領期間、提出場所、提出方法及びその回答方法 

（１）受領期間 

   令和５年３月１７日（金）から令和５年３月２７日（月）午後５時まで 

（２）提出場所 

   上記２（２）イに同じ 

（３）提出方法 

   ＦＡＸまたはメール 

   ＦＡＸ番号 ０３－３８８０－５７６９ 

   E-MAIL アドレス info@kanko-adachi.jp 
（４）回答方法 

   令和５年３月２８日（火）までに委託者ホームページ上にて回答 
 

９ その他の留意事項 

（１）提出期限までに参加表明書を提出しない者及び提案書の提出者に選定された旨の通

知を受けなかった者は、提案書を提出することができないものとする。 

（２）参加表明書及び提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とする。 

（３）参加表明書及び提案書に虚偽の記載をした場合には，参加表明書及び提案書を無効

とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止措置を行うことがある。 

（４）提出された参加表明書は返却しない。 

（５）特定されなかった場合に提案書の返却を希望する者は、その旨を提案書提出の際に

申し出るものとする。申出がない場合は、返却要請の意志がないものとみなす。なお、

提出された参加表明書及び提案書は、提出者に無断で使用しない。ただし、特定された

提案書について情報開示請求がされた場合は、開示する場合がある。 

（６）提出期限以降における参加表明書及び提案書の差換え及び再提出は認めない。 

（７）委託者は、最高得点者と協議のうえ、この説明書および提案書を参考に業務仕様書

を作成し、最高得点者と契約を締結する。最高得点者が辞退した場合は、あらかじめ選

定委員会で定めた順位の範囲内で次点者を繰り上げる。 

（８）被特定者が失格し、又は正当な理由がなく契約締結を辞退したことにより委託者に

損害を与えた場合には、損害賠償を請求する場合がある。 

mailto:info@kanko-adachi.jp
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（９）被特定者が正当な理由なく契約締結を辞退した場合は、会長はプロポーザル参加資

格を停止する措置を行うことがある。あわせて、委託者の入札等に参加できないこと

がある。 

（10）委託者が「光の祭典」の事業を翌年度も予算化した場合且つ実施後の評価検証で優

れていると判断した際には、最大２回を限度に継続契約が可能とする。ただし、金額

は初年度と同等とは限らない。 


